2015年6月16日(火)　一般質問
日本共産党を代表して質問します。
【１】戦争法案、平和行政

・戦後・被爆７０年であるにも関わらず、安倍政権は、戦後最悪の法案―「戦争法案」を成立させようとしています。

・２００４年のイラク戦争の際、金沢市内の陸上自衛隊野田駐屯地からサマワに派遣されたときには、「戦闘地域にはいかない」「武力行使はしない」とした２つの歯止めがまがりなりにもありました。

・これがすべて取り払われる結果、「自分の父親は自衛官です。戦場に送られるかもしれない」という不安の声が、県内の若者たちにも広がっています。

・ことは、県民の命に関わる問題でもあり、「十分に議論していただく」だけでは済まされないと考えます。

・栃木県日光市の市長は、６月議会の一般質問に対し、「地方公共団体の長は、最高法規である憲法を守っていかなければならず、戦争の放棄を定めた憲法を次世代に引き継いでいく使命がある」と答弁し、「集団的自衛権の行使をしないというのが、日本のこれまでの考え方だ」として、法律の拡大解釈をすべきではない、と述べました。

・衆議院憲法審査会で、自民党推薦の参考人までも「憲法違反」と言明した「戦争法案」について、憲法を遵守すべき知事としてどういう認識を持っていますか、法案そのものへの知事の見解をお伺いします…（１）
・安倍内閣の「国民の命と平和な暮らしを守る」などという法案提出の論拠は、国会論戦を通じてことごとく崩れ去り、

・「戦争法案」は違憲立法であること、国連憲章と国際法を蹂躙する無法な戦争を実行してきたアメリカを批判できない日本政府が、アメリカに言われるままに集団的自衛権を発動することになる、ことなどが鮮明になりました。

・日本共産党は、「戦争法案」の廃案と同時に、保守層の方々含め「今国会での成立を許さない」との１点での共同を広げるために全力をあげるものです。

・平和首長会議は、「核兵器廃絶の市民意識を国際的な規模で喚起し、核兵器廃絶を実現させる」ことなどを目的に結成され、世界１６０カ国・６７０６都市の賛同を得、
・県内でも、昨年８月に津幡町が加盟し、１０市町、５３％に広がりました。白山市でも、昨年６月議会で「戦後７０周年を機に加盟したい」との答弁がありました。
・こうした市町の動きもふまえ、県庁内など県有施設での横断幕掲示、非核平和宣言塔建立など、節目にふさわしい取り組みを求めます。知事の戦後・被爆７０周年の思いとあわせて見解をお聞きします…（２）

・今年は、４年に１度の教科書採択の年です。侵略戦争を肯定的に描く教科書を採択する動きが県内でも強まっています。
・５月、教科書採択地区に関連し、小松市が単独の採択地区として分離されることになりました。その意図は、この間の動きからみても明らかと言わねばならなりません。
・どういう理由で単独にしてほしいとの要望が出されたのか、県教育委員会はなぜ単独採択を認めたのか、県民の前で明らかにする必要があります。答弁を求めます。…（３）

・県民に開かれた教科書採択になるよう求めて全力をあげる決意を表明し、次の質問にうつります。

【２】暮らしを守る防波堤として
・今議会の知事の議案説明にも、県民のくらしの悲鳴に答える姿勢は、またもや聞くことはできませんでした。
・以下、安倍政権のくらし破壊の「防波堤」となる役割を果たすことを求める立場から質問します。

（１）「地方創生」とその交付金について
・安倍政権は「地方創生」といいますが、長年の自民党政治にこそ地方の衰退をもたら してきた責任があります。
・消費税大増税、社会保障切り捨て、ＴＰＰ推進などの「アベノミクス」は、地方の衰退を加速する元凶になるでしょう。

・「地方創生」が掲げる「集約化」なるものは、公共施設や行政サービスを、「拠点」となる中心自治体に統廃合し、身近な住民サービスの低下と周辺部の切り捨てを進め、地方の衰退を加速するものにほかなりません。その先には新たな自治体再編や道州制が狙われています。
・その具体化である、「連携中枢都市圏」は国から地方への財政支出削減を図ろうとするものでなないでしょうか。

・県が策定しようとする、「いしかわ創生総合戦略」では、こうした「集約化」なるものは盛り込まないと、断言できますか。明快な答弁を求めます。…（４）

・次に「地方創生」関連予算の、国の補正予算である交付金についてお聞きします。

・２つの交付金の総額は２１億円余ですが今年限りであり、第３子以降の保育料無料はじめ、真に地方の再生に役立つものとして来年度以降も継続すべき事業もあります。その財源的裏づけはどうするおつもりですか、見解をお聞きし次の質問に移ります。…（５）

（２）子育ての負担軽減へ

・子どもの医療費の窓口無料に県が道を開いてから、津幡町、川北町も窓口無料の選択を表明し、６３％の自治体に広がりました。

・この時点にたって出された声は、インフルエンザ予防接種などの経済的負担が大きいということです。

・インフルエンザ予防接種は、１回数千円の自己負担、２回接種すれば１万円前後の負担になり、接種をためらった後に子どもが罹患してしまった、という声も聞きました。

・子どものインフルエンザやおたふくかぜの予防接種などの経済的負担はどうなっているでしょうか、県として支援するつもりはないか、あわせてお尋ねします。…（６）
（３）介護保険の改悪から、県民や事業所を守れ
・医療・介護総合法によって、すでに始まっている介護保険の改悪についてお聞きします。

・介護報酬の改定によって、３０人弱の入居者があるグループホームでは、単価が１人１日５００円ずつ下がり、施設全体で月４０万円の減収。
・給与の安い非正規職員で対応しても減少額に追いつかず、赤字部分は他の事業所での収入で対応するしかない、とのことでした。

・別の事業所では、常に重度の人を入れなければ経営できなくなるため、職員負担が多くなり、入居者との十分な対話ができなくなったことから、職員のモチベーションが下がっている、とのことでした。
・まさに、県の「介護・福祉人材確保・養成基本計画」に逆行しかねない事態です。

・知事、施設の閉鎖につながりかねず、今まで築き上げてきた地域の介護基盤そのものを突き崩すことになりかねない…そういう認識はあるでしょうか。

・県は、「適切な実情の把握に努める」といいますが、どのようにして実情をつかもうとしているのか、１日も早い実情把握が必要と思います。所見をお伺いします。…（７）

・さらに深刻なのは、この８月から実施させる、「補足給付」の縮小です。

・「補足給付」は、収入が低い人が施設に入った場合、食費・居住費の負担を抑えるものですが、制度の改悪によって対象からかなりの人がはずされることになります。
・入所している要介護４の８０代の女性は、アルツハイマー型認知症で入所。当初は不安定だったが、施設内の移動空間と常時見守り体制のなか、安心安楽な生活を送り、筋力もつき廊下も歩けるようになったとのことです。

・制度改悪で、負担が月４万１千円以上増え、年間約５０万円の負担増。
・これ以外に医療費や薬代、衣服代もかかり、「せっかく安定してきたのに、この負担増では施設を出なければならない」との悲痛の叫びでした。
・県として、「補足給付」の縮小によって、どんな影響がでると考えているか、その対策をどうするおつもりかあわせてお尋ねします。…（８）
・さらに、要介護２以下の人は、特養ホームに入れなくなりました。県社会保障推進協議会の調査によれば、昨年４月１日時点で要介護１・２の入所待ちの方は１，２００人。この方々は、待機者としてカウントすらされなくなりました。

・特例措置があるといいますが、ごく限られた人しか対象にならない、との指摘もあります。

・数年前に夫が他界して、９０代の１人ぐらしの女性は、要介護１。子どもにめぐまれず、６０代の甥（おい）が顔を出しているとのこと。
・関節リウマチをかかえ、家事全般に介助が必要で、入所の順番待ちに展望がなく、生活に不安を抱えていたそうです。

・こうした方が、入所できなくなった改悪は、あまりにひどすぎる。知事はそう思いませんか。

・県として、こうした方々への救済策をどうとるおつおりか、見解をお聞きし、次の質問に移ります。…（９）
（４）国保の都道府県化について

・５月２７日、国会で成立した医療保険制度改悪の一つ、国民健康保険の都道府県化について、県は国の説明をそのまま繰り返していますが、そのねらいを見抜いた対応が必要です。

・自治体の要求に押され、国は３４００億円の国費を投入することになりましたが、それと引き換えに、今後市町による一般会計からの繰り入れをなくしていく考えを、厚生労働大臣は示しました。

・保険料の引き上げとともに、医療費目標を定める「医療費適正化計画」や、入院ベッド削減を進める「地域医療構想」と一体で、医療費抑制が進められる危険性を直視しなければなりません。

・そこでお尋ねします。

・県が定めるという、市町ごとの標準保険料率は、どんな考え方で定めることになるのでしょうか。市町は今までどおり独自に保険料を定めることになるようですが、一般会計からの繰り入れも今までどおり可能なのか、お聞きします…（１０）
（５）滞納整理機構は解散せよ

・次に、くらしの悲鳴をよそに、税金の「滞納整理」の名のもとに、人権無視の税金とりたてが始まっていることを指摘しなければなりません。

・ある男性は、家族の保証債務の保証人になり、他様々な事情で、県民・市民税や国保税・自動車税などが支払えなくなりました。

・毎月一定額を支払っていたにも関わらず滞納整理機構に送られ、一括返済を迫られました。対応が遅れたことなどをもって、「給与を差し押さえする。今から会社に電話する」「奥さんにサラ金にでもいって借りさせろ」など、ひどい言葉をかけさせられたといいます。

・なぜこうした事態が起こるのか。
・それは、機構の目的が「地方税の滞納整理を推進するため」などと特化され、心ならずも滞納してしまっている県民に心をよせ、その生活再建を通じて、税金が納められるように支援するという、本来の地方自治体の役割を失っていることにあります。

・いまやこの機構は、金沢市、志賀町を除く１７市町が参加するものとなりました。
・機構の目的に、生活支援という文言もなく、税金取り立てに目的が特化されてしまっている機構は即刻解散すべきと考えます。所見をお伺いします…（１１）
・本来の地方自治体の姿である、県民の苦しい生活によりそい、税金が納められるように生活を支援する、これを滞納整理に関わる職員に徹底させるために、どんな手立てをとるおつもりか、機構の目的にその文言を挿入することを含め、抜本的な改革が必要です。答弁を求めます…（１２）

（６）住宅リフォーム…住宅政策の視点でなく、経済波及効果の視点から

・次に、２月議会で全会一致で可決された「中小企業振興条例」に関連してお聞きします。

・条例で重視した、５人以下の小規模企業の支援のためにも、県自身もその大きな経済効果を認める住宅リフォーム助成制度を創設すべき時期に来ていると考えます。

・この問題は、いつも土木部が答弁し、「住宅施策の目指す良質な住宅ストックの蓄積につながらない」などと繰り返しますが、視点と発想を転換し、中小企業支援・経済波及効果という角度から、制度創設に踏み切るべきです。
・これは、土木部長でなく、商工労働部長の答弁を求めます…（１３）

・新潟市は、店舗の改修・備品の購入を行う事業者に費用の３分の１（上限１００万円）を補助する商店リニューアル助成制度「地域商店魅力アップ応援事業」をスタートさせました。
・岩手県一関市では、商店街活性化対策として、空き店舗に入居する人に対し、店舗の内外装工事費用の２分の１（上限１００万円）を補助する「空き店舗入居支援補助事業」を拡充しました。
・こうした例を市町に普及し、県としても制度創設にむけ検討をはじめてはどうでしょうか。所見をお伺いします…（１４）
・関連し、本社機能立地促進補助金の適用第１号という加賀東芝エレクトロニクスには、どれくらいの規模の支援をするおつもりか、雇用創出がどらくらいになるのかお聞きしておきます…（１５）

（７）農業問題
・農協法「改定案」を審議している衆議院農林水産委員会は６月８日、金沢市で地方公聴会を行い、県農協中央会の上坂（英善）会長らが意見陳述を行いました。

・「ＪＡ全中が単協の自由な活動を阻んでいる…実態はない」と反論し、准組合員のＪＡ利用制限についても「住民生活に大きく影響する。絶対に認められない。地方再生に逆行だ」とも述べました。
・農業委員会の公選制を廃止することに関し「市町村長による恣意的な選任では必ず支障がでる」との意見も出されました。

・農協や農業委員会が県内で果たしてきた役割をどうみていますか、法案撤回を国に求めるべきではありませんか、あわせて見解をお伺いします。…（１６）

・「農業参入支援ファンド」の創設で、３社を支援したとのことですが、どんな支援をしたのか、耕作放棄地の解消にどうつながったのか、お答えください。…（１７）

・家族農業の支援こそ求められていることを強調し、次の質問に移ります。
【３】原発・手取川濁水

（１）原発問題

・５月１３日に開かれた、原子力規制委員会有識者　第６回評価会合で、スケッチ図を含む断層Ｓ－１はもちろん、Ｓ－２とＳ－６も、「活断層だと否定できない」、とすることで４人の見解が全員一致しました。

・知事は「有識者と北電が同じ土俵に上がって議論をかみ合わせ、方向性を出していくことが大事だ」と述べたようですが、事実誤認があることを指摘しなければなりません。

・有識者会合において、４人の専門家の前で、北陸電力が「活断層ではない」と一生懸命説明し、それをふまえ有識者は現地調査まで行った。その結果として、北陸電力の見解を採用せず、「活断層だと否定できない」という見解で一致した、というのが一連の経過であります。

・知事は、有識者と北陸電力が「同じ土俵に上がって議論してきた」ということをお認めになりますか、明確な答弁を求めます。…（１８）

・北陸電力の見解を否定している様子は、評価会合の議事録を読めばつぶさにわかります。

・なおかつ、「明らかにずれ動いたというような証拠は、…確認できなかった」という、座長の石渡規制委員の言葉をもって、科学的な議論にもとづく見解の一致を有識者はいささかも曖昧にしていないのです。

・曖昧にしようと躍起になっているのは、原発推進勢力だと言わなければなりません。
・原子力規制委員会が公表している「審査ガイド」には、「活動が否定できないもの」が活断層だと明記したうえに、「安全側に判断する」としています。
・この立場にたって、今この時点で、再稼働認めず、住民の不安解消のために、
1） 現在の原発関連の雇用は廃炉の作業などでつなぐ

2） 経済振興策は、再生可能エネルギーの爆発的普及で県が国とともに責任をもって行う…
・この決断を今すべきと考えます。知事の見解を求めます。…（１９）

（２）手取川濁水

・全国植樹祭で、森林の保全・整備をうたった後に、国有林で斜面崩落が起こり、手取川の濁り水によって大きな被害が懸念されていることはたいへん残念であり、県は及び腰ではないか、との声を受け止めて頑張ってほしいと思います。

・農業被害について県は、共済や政策金融公庫の低利融資がある、と言いますが、共済の対象は全体の２割以上の被害にならないと対象にならない、との不安の声が広がっています。
・こうした声を国に伝えていますか。各方面に予想される被害救済のためどんな要望を国に出しているのかお尋ねします。…（２０）
・関係者から、３年前にすでに同じような濁りを見つけ、仙人谷に行き着いたが、県もとりあってくれなかった、との声も寄せられました。

・私は、森林保全の分野における、国の人員削減、白山市の合併による人員削減などが、管理体制の弱さにつながっていなかったのか、検証が必要と考えます。
・なぜ斜面の崩落が起こったのかの原因の究明と、同じような崩落が起こらないよう、森林の管理体制の充実を国に求めていく必要性を指摘し、すべての質問を終わります。
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